
 

 

 

規約・諸規程の変更について 

 

 

国の要綱・要領の改正等に伴い、この会の規約・規程の変更について、別記のとおり議決

を求める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２４年３月２８日 提出         

 

北海道農地・水・環境保全向上対策協議会   

会 長 眞 野    弘     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ この議案に係る事項の議決後、当該事項について字句修正等の軽易な変更を行う場合は、

会長においてこれを専決することができるものとし、その結果を次期の総会に報告するもの

とする。 

 

 

 

 

 

 

議案第１号 



「北海道農地・水・環境保全向上対策協議会規約」新旧対照表 

変   更   後 変   更   前 

北海道農地・水保全管理対策協議会規約 

平成１９年４月１６日制定

平成２２年４月 １日変更

平成２３年８月３０日変更

平成２４年４月  日変更

第１章  総   則 

（名称） 

第１条 この協議会は、北海道農地・水保全管理対策協議会（以下「道協議会」

という。）という。 

 

（事務所） 

第２条 道協議会は、主たる事務所を北海道土地改良事業団体連合会（札幌

市中央区北５条西６丁目 1 番２３号）に置く。 

 

（目的）   

第３条 道協議会は、地域の農地・農業用水等の資源と環境の良好な保全と質

的向上を図るため、地域共同による農地・農業用水等の資源と農村環境の保

全活動及び農業用用排水路等の施設の長寿命化のための活動の推進等に

資することを目的とする。 

 

    

（事業） 

第４条 道協議会は、前条の目的を達成するため、次の各号に掲げる事業を行

う｡ 

一 共同活動支援交付金に関すること。 

  削除 

二 向上活動支援に関すること。   

三 農地・水保全管理支払推進交付金に関すること。 

  削除 

四 向上活動推進事業補助金等に関すること 

北海道農地・水・環境保全向上対策協議会規約 

平成１９年４月１６日制定 

平成２２年４月１日変更 

平成２３年８月３０日変更 

 

第１章  総則 

（名称） 

第１条 この協議会は、北海道農地・水・環境保全向上対策協議会（以下「道協

議会」という。）という。 

 

（事務所） 

第２条 道協議会は、主たる事務所を北海道土地改良事業団体連合会（札幌

市中央区北５条西６丁目 1 番２３号農地開発センター７階）に置く。 

 

（目的）   

第３条 道協議会は、農地・水・環境の良好な保全とその質的向上を図ることを

通じて地域の振興に資するため、地域ぐるみでの効果の高い共同活動の推

進、農業者ぐるみでの先進的な営農活動の推進、農業用用排水路等の施設

の長寿命化を図るための向上活動の推進を、一体的かつ総合的に支援する

ことを目的として活動を行う。  

    

（事業） 

第４条 道協議会は、前条の目的を達成するため、次の各号に掲げる事業を

行う｡ 

一 共同活動支援交付金に関すること 

二 先進的営農活動支援交付金に関すること。  

三 向上活動支援に関すること。   

四 農地・水保全管理支払推進交付金に関すること。 

五 環境保全型農業直接支払等推進交付金に関すること。 

六 向上活動推進事業補助金に関すること 



変   更   後 変   更   前 

五 その他道協議会の目的を達成するために必要なこと｡ 

２ 道協議会は、前項各号に関する事務の一部を北海道土地改良事業団体連

合会に委託して実施する。 

 

第２章 会 員 等 

（道協議会の会員） 

第５条 道協議会は、次の各号に掲げるものをもって組織する。 

 一 北海道 

 二 農地・水保全管理支払交付金の交付対象となる活動組織がある市町村 

 三 北海道土地改良事業団体連合会 

 四 北海道農業協同組合中央会 

 五 北海道市長会 

六 北海道町村会 

 七 北海道農業会議 

２ 前項各号に掲げる会員の代表者は、各会員が定める。 

 

  削除 

 

 

（届出） 

第６条 会員は、その名称、所在地又は代表者の氏名に変更があったときは、

遅滞なく道協議会にその旨を届け出なければならない。 

 

 （アドバイザー） 

第７条 道協議会は、第３条の目的を達成するためアドバイザーを置く。 

２ 前項のアドバイザーは、北海道開発局農業水産部長とする。 

 

第３章 役 員 等 

（役員の定数及び選任） 

第８条 ［略］ 

２ 前項の役員は、第５条第２項の代表者の中から総会において選任する｡ 

七 その他道協議会の目的を達成するために必要なこと｡ 

２ 道協議会は、前項すべての号に関する業務の一部を北海道土地改良事業

団体連合会に委託して実施する。 

 

第２章 会員等 

（道協議会の会員） 

第５条 道協議会は、次の各号に掲げるものをもって組織する。 

 一 北海道土地改良事業団体連合会長 

 二 北海道農政部長 

 三 農地・水・環境保全向上対策を実施する活動組織がある市町村長 

 四 北海道農業協同組合中央会副会長 

 五 北海道市長会長 

六  北海道町村会長 

七  北海道農業会議会長 

２ 道協議会は前項の会員以外に、必要に応じ、組織の追加を認めることがで

きるものとする。 

３ 道協議会はアドバイザーとして、北海道開発局農業水産部長の参加を求め

ることができる。 

 

（届出） 

第６条 会員は、その氏名又は住所（会員が団体の場合には、その名称、所在

地又は代表者の氏名）に変更があったときは、遅滞なく道協議会にその旨を

届け出なければならない。 

 

 

 

 

第３章 役員等 

（役員の定数及び選任） 

第７条 ［略］ 

２ 前項の役員は、第５条第１項の会員の中から総会において選任する｡ 



変   更   後 変   更   前 

３ ［略］ 

 

（役員の職務） 

第９条 ［略］ 

 

（役員の任期） 

第１０条 ［略］ 

 

（任期満了又は辞任の場合） 

第１１条 ［略］ 

 

（役員の解任） 

第１２条 ［略］ 

 

（役員の報酬） 

第１３条 ［略］ 

 

第４章 総   会 

（総会の種別等） 

第１４条 ［略］ 

 

（総会の招集） 

第１５条 ［略］ 

 

（総会の議決方法等） 

第１６条 ［略］ 

４ 総会の議事は、第１８条に規定するものを除き、出席者の議決権の過半数を

もって決し、可否同数のときは、議長の決するところによる｡ 

５ ［略］ 

 

 

３ ［略］ 

 

（役員の職務） 

第８条 ［略］ 

 

（役員の任期） 

第９条 ［略］ 

 

（任期満了又は辞任の場合） 

第１０条 ［略］。 

 

（役員の解任） 

第１１条 ［略］ 

 

（役員の報酬） 

第１２条 ［略］ 

 

第４章 総会 

（総会の種別等） 

第１３条 ［略］ 

 

（総会の招集） 

第１４条 ［略］ 

 

（総会の議決方法等） 

第１５条 ［略］ 

４ 総会の議事は、第１７条に規定するものを除き、出席者の議決権の過半数を

もって決し、可否同数のときは、議長の決するところによる｡ 

５ ［略］ 

 

 



変   更   後 変   更   前 

（総会の権能） 

第１７条 総会は、この規約において別に定めるもののほか、次の各号に掲げる

事項を議決する｡ 

 一 年度事業計画及び収支予算の設定又は変更に関すること｡ 

 二 年度事業報告及び収支決算に関すること。 

 三 諸規程の制定及び改廃に関すること。 

 四 共同活動支援交付金の実施に関すること。 

    削除 

 五 向上活動支援に関すること。  

 六 農地・水保全管理支払推進交付金の実施に関すること。 

   削除 

 七 向上活動推進事業補助金等に関すること。 

 八 その他道協議会の運営に関する重要な事項｡ 

 

（特別議決事項） 

第１８条 ［略］ 

 

（書面又は代理人による議決） 

第１９条 ［略］ 

４ 第１６条第１項及び第４項並びに第１８条の規定の適用については、第１項の

規定により議決権を行使した者は、総会に出席したものとみなす｡ 

 

（議事録） 

第２０条 ［略］ 

 二 会員の現在数、当該総会に出席した会員数、第１８条第４項の規定により

当該総会に出席したとみなされた者の数及び当該総会に出席した会員の

氏名（第１９条第４項の規定により出席したとみなされた者を含む。） 

 三～五 ［略］ 

３～４ ［略］ 

 

 

（総会の権能） 

第１６条 総会は、この規約において別に定めるもののほか、次の各号に掲げ 

る事項を議決する｡ 

 一 年度事業計画及び収支予算の設定又は変更に関すること｡ 

 二 年度事業報告及び収支決算に関すること。 

 三 諸規程の制定及び改廃に関すること。 

 四 共同活動支援交付金の実施に関すること。 

五 先進的営農活動支援交付金の実施に関すること。 

 六 向上活動支援に関すること。  

 七 農地・水保全管理支払推進交付金の実施に関すること。 

 八 環境保全型農業直接支払等推進交付金の実施に関すること。 

 九 向上活動推進事業補助金に関すること。 

 十 その他道協議会の運営に関する重要な事項｡ 

 

（特別議決事項） 

第１７条 ［略］ 

 

（書面又は代理人による議決） 

第 １８条 ［略］ 

４ 第１５条第１項及び第４項並びに第１７条の規定の適用については、第１項の

規定により議決権を行使した者は、総会に出席したものとみなす｡ 

 

（議事録） 

第１９条 ［略］ 

 二 会員の現在数、当該総会に出席した会員数、第１８条第４項の規定により

当該総会に出席したとみなされた者の数及び当該総会に出席した会員の

氏名（第１８条第４項の規定により出席したとみなされた者を含む。） 

 三～五 ［略］ 

３～４ ［略］ 

 

 



変   更   後 変   更   前 

第５章  幹 事 会 

（幹事会の構成等） 

第２１条 ［略］ 

２ 幹事会は、次の各号に掲げる会員の代表者から届け出のあった者をもって

組織する。 

 一 北海道 

 二 会員市町村の中から、総合振興局、振興局管内でそれぞれ１市町村。た

だし、空知及び上川総合振興局管内にあっては、２市町村。 

 三 北海道土地改良事業団体連合会 

 四 北海道農業協同組合中央会 

 五 北海道市長会 

 六 北海道町村会 

 七 北海道農業会議 

３～４ ［略］ 

 

５ 幹事の所属又は氏名に変更があったときは、遅滞なく道協議会にその旨を

届け出なければならない。 

６ 幹事会の運営を円滑に行うため、アドバイザーを置く。 

７ 前項のアドバイザーは、北海道開発局から届け出のあった者とする。 

 

（幹事会の権能） 

第２２条 ［略］ 

 

 

  削除 

 

 

 

 

 

 

第５章 幹事会 

（幹事会の構成等） 

第２０条 ［略］ 

２ 幹事会は、第２３条第４項の事務局長及び次の各号に掲げるものをもって

組織する。 

 一  北海道土地改良事業団体連合会（水土里推進部長） 

 二 北海道農政部（農村振興局農村設計課活性化担当課長、食の安全推

進局食品政策課農業環境担当課長） 

 三 農地・水保全管理支払交付金を実施する活動組織がある市町村の担  

当課長等 

 四 北海道農業協同組合中央会(農業企画課長) 

 五 北海道市長会（事務局参事） 

 六 北海道町村会（政務部長） 

 七 北海道農業会議（業務部長） 

３～４ ［略］ 

５ 幹事第２項第三号は第２２条の各項をもってあてる。 

６ 幹事会はアドバイザーとして、北海道開発局農業振興課長の参加を求めるこ

とができる。 

 

 

（幹事会の権能） 

第２１条 ［略］ 

 

（代議員の構成等） 

第２２条 道協議会幹事会の業務運営を円滑に行うため、農地・水保全管理交
付金を実施する市町村担当課長等（以下「実施市町村課長等」という。）か
ら、総合振興局又は振興局単位で１名又は複数名の代議員を選出する。 

２ 代議員の人数にあたっては、会長が決定し、各総合振興局又は振興局単位
において実施市町村課長等の中から互選する。 

３ 代議員の任期は１年とする。但し再任は妨げない。 
４ 代議員は幹事会議決事項等をその他の実施市町村課長等へ伝達するこ
と。 



変   更   後 変   更   前 

第６章  事 務 局 

 （事務局） 

第２３条 ［略］ 

２ 事務局は次の各号に掲げる会員の担当職員をもって組織する｡ 

一 北海道 

削除 

二 北海道土地改良事業団体連合会 

三 北海道農業協同組合中央会 

３～６ ［略］ 

 

 

（業務の執行） 

第２４条 ［略］ 

 

（書類及び帳簿の備付け） 

第２５条 ［略］ 

 

第７章 会   計 

（事業年度） 

第２６条 ［略］ 

 

（資金） 

第２７条 道協議会の資金は、次の各号に掲げるものとする。 

 一 共同活動支援交付金 

   削除 

 二 一の国からの支援交付金と一体的に交付される地方公共団体からの補

助金等 

三 向上活動支援に係る地方公共団体からの補助金等 

 

四 農地・水保全管理支払推進交付金 

   削除 

第６章 事務局 

 （事務局） 

第２３条 ［略］ 

２ 事務局は次の各号に掲げるものをもって組織する｡ 

一 北海道農政部農村振興局農村設計課農村活性化グループ 

二 北海道農政部食の安全推進局食品政策課クリーン・有機農業グループ 

三 土地改良事業団体連合会水土里推進部農地・水・環境保全支援グルー 

  プ 

四  北海道農業協同組合中央会農業振興部農業企画課 

３～６ ［略］ 

 

（業務の執行） 

第２４条 ［略］ 

 

（書類及び帳簿の備付け） 

第２５条 ［略］ 

 

第７章 会計 

（事業年度） 

第２６条 ［略］ 

 

（資金） 

第２７条 道協議会の資金は、次の各号に掲げるものとする。 

 一 共同活動支援交付金 

 二 先進的営農活動支援交付金 

 三 一及び二の国からの支援交付金と一体的に交付される地方公共団体か

らの補助金等 

 四 向上活動支援に係る地方公共団体からの補助金等 

五 農地・水保全管理支払推進交付金 

 六 環境保全型農業直接支払等推進交付金 

 七 向上活動推進事業補助金  



変   更   後 変   更   前 

 五 向上活動推進事業補助金等 

 六 その他の収入 

 

（資金の取扱い） 

第２８条 ［略］ 

 

（事務経費支弁の方法等） 

第２９条 道協議会の事務に要する経費は、第２７条第１項第三号の向上活動

支援に係る地方公共団体からの補助金等、同条第四号の農地・水保全管理

支払推進交付金、同条第五号の向上活動推進事業補助金等及び同条第六

号のその他の収入をもって充てる｡ 

２ 道協議会の事務に要する経費は、第２７条第１項第一号及び第二号の資金

から支弁してはならない。 

 

（年度事業計画及び収支予算） 

第３０条 ［略］ 

 

（監査等） 

第３１条 ［略］ 

 

（報告） 

第３２条 会長は、農地・水保全管理支払交付金実施要綱（平成 24 年４月 日

付け 23 農振第 2342 号）、（以下、「要綱」という。）、農地・水保全管理支払交

付金実施要領（平成 24 年４月 日 23 農振第 2343 号）、（以下、「要領」とい

う。） その他の規程の定めるところにより次の各号に掲げる書類を農村振興

局長に提出しなければならない｡ 

 

 

 

一～三 ［略］ 

 

 八 その他の収入 

 

 

（資金の取扱い） 

第２８条 ［略］ 

 

（事務経費支弁の方法等） 

第２９条 道協議会の事務に要する経費は、第２７条第五号の農地・水保全管

理支払推進交付金、同条第六号の環境保全型農業直接支払等推進交付

金、同条第七号の向上活動推進事業補助金及び同条第八号のその他の収

入をもって充てる｡ 

２ 道協議会の事務に要する経費は、第２７条第一号、第二号、第三号及び第

四号の資金から支弁してはならない。 

 

（年度事業計画及び収支予算） 

第３０条 ［略］ 

 

（監査等） 

第３１条 ［略］ 

 

（報告） 

第３２条 会長は、農地・水保全管理支払交付金実施要綱（平成 23 年４月１ 

日付け 22 農振第 2261 号）、環境保全型農業直接支援対策実施要綱（平成 

23 年４月１日付け 22 生産第 10953 号）（以下、これらを「要綱」という。）、農

地・水保全管理支払交付金実施要領（平成 23 年４月１日 22 農振第 2262

号）、環境保全型農業直接支援対策実施要領（平成 23 年４月１日付け 22 生 

産第 10954 号）（以下、これらを「要領」という。） その他の規程の定めるところ

により次の各号に掲げる書類を農村振興局長及び北海道農政事務所長に

提 

出しなければならない｡ 

 一～三 ［略］ 



変   更   後 変   更   前 

第８章 道協議会規約等の変更、解散及び残余財産の処分 
（規約の変更） 

第３３条 この規約及び第２４条各号に掲げる規程を変更した場合は、会長は、
遅滞なく農村振興局長に届け出なければならない｡ 

 
 
 削除 
 
 

（事業終了後及び道協議会が解散した場合の残余財産の処分） 
第３４条 第４条第１項第一号から四号の事業が終了した場合及び道協議会が

解散した場合において、その債務を弁済して、なお残余財産があるときは、国
費相当額及びその運用益にあっては農村振興局長に返還するとともに、同条
第１項第一号から第四号の事業に係る地方公共団体からの交付相当額及び
その運用益にあっては、当該地方公共団体に返還するものとする。 

 
２ ［略］ 
 

第９章 雑   則 
（細則） 

第３５条 ［略］ 
 
 附 則（平成１９年４月１６日付け１９道協議会第１号） 
１～４［略］ 
 

附 則（平成２２年５月２８日付け 22 道協議会第３５号） 
１［略］ 
 
  附 則（平成２３年８月３０日付け２３道協議会第６３号） 
１［略］ 
 
   附 則（平成２４年４月○日付け２４道協議会第○○号） 
１ この規約は、平成２４年４月○日から施行する。 

第８章 道協議会規約等の変更、解散及び残余財産の処分 
（規約の変更） 

第３３条 この規約を変更した場合は農村振興局長及び北海道農政事務所長
の承認を受けなければならない｡ 

 
（届出） 

第３４条 第２４条各号に掲げる規程に変更があった場合には、会長は、遅滞
なく農村振興局長及び北海道農政事務所長に届け出なければならない。 

 
（事業終了後及び道協議会が解散した場合の残余財産の処分） 

第３５条 第４条第１項第一号、第二号、第四号及び第五号の事業が終了した 
場合及び道協議会が解散した場合において、その債務を弁済して、なお残
余財産があるときは、国費相当額及びその運用益にあっては要綱に基づき
農村振興局長及び北海道農政事務所長に返還するとともに、同条第１項第
一号から第三号及び第六号の事業に係る地方公共団体からの交付相当額 
及びその運用益にあっては、当該地方公共団体に返還するものとする。 

２ ［略］ 
 

第９章 雑則 
（細則） 

第３６条 ［略］ 
 

附 則（平成１９年４月１６日付け１９道協議会第１号） 
１～４［略］ 
 

附 則（平成２２年５月２８日付け 22 道協議会第３５号） 
１［略］ 
 
附 則（平成２３年８月３０日付け２３道協議会第６３号） 
１［略］ 
 

 

 



「北海道農地・水・環境保全向上対策協議会事務処理規程」新旧対照表 

変   更   後 変   更   前 

北海道農地・水保全管理対策協議会事務処理規程 

 

平成１９年４月１６日制定

平成２２年４月１日変更

平成２３年８月３０日変更

平成２４年４月 日変更

（目的） 

第１条 この規 程 は、北 海 道 農 地 ・水 保 全 管 理 対 策 協 議 会 （以 下 「道

協 議 会 」という｡）における事 務 の取 扱 いについて必 要 な事 項 を定

め、事 務 処 理 を適 正 、かつ、能 率 的 に行 うことを目 的 とする。 

 

（事務処理の原則） 

第２条［略］ 

 

（事務処理体制） 

第３条 道協議会の事務処理は、次の各号に掲げる区分ごとに、当該各号に

掲げる事務責任者を置き、分担して行うものとする｡ 

   （事務の区分）     （事務委託組織）    （責任者） 

 一 共同活動支援交付金に  北海道土地改良   北海道農政部農村振 

係る事務            事業団体連合会   興局農村設計課活性 

化担当課長 

    

削除 

 

 二 向上活動支援に係る  北海道土地改良  北海道農政部農村振 

事務         事業団体連合会   興局農村設計課活性 

化担当課長 

 三 農地・水保全管理支払  北海道土地改良   北海道土地改良事業 

推進交付金に係る事務  事業団体連合会  団体連合会水土里推 

進部長 

北海道農地・水・環境保全向上対策協議会事務処理規程 

 

平成１９年４月１６日制定 

平成２２年４月１日変更 

平成２３年８月３０日変更 

 

（目的） 

第１条 この規 程 は、北 海 道 農 地 ・水 ・環 境 保 全 向 上 対 策 協 議 会 （以

下 「道 協 議 会 」という｡）における事 務 の取 扱 いについて必 要 な事 項

を定 め、事 務 処 理 を適 正 、かつ、能 率 的 に行 うことを目 的 とする。 

 

（事務処理の原則） 

第２条［略］ 

 

（事務処理体制） 

第３条 道協議会の事務処理は、次の各号に掲げる区分ごとに、当該各号に

掲げる事務責任者を置き、分担して行うものとする｡ 

   （事務の区分）     （事務分担組織）    （責任者） 

 一 共同活動支援交付金に  北海道土地改良   北海道農政部農村振 

係る事務            事業団体連合会   興局農村設計課活性 

化担当課長 

 二 先進的営農活動支援   北海道土地改良  北海道農政部食の安 

交付金に係る事務     事業団体連合会   全推進局食品政策課 

農業環境担当課長 

 三 向上活動支援に係る  北海道土地改良  北海道農政部農村振 

事務          事業団体連合会   興局農村設計課活性 

化担当課長 

 四 農地・水保全管理支払  北海道土地改良   北海道土地改良事業 

推進交付金に係る事務  事業団体連合会  団体連合会水土里推 

進部長  



変   更   後 変   更   前 

 

削除 

 

 四 向上活動推進事業     北海道土地改良    北海道土地改良事業 

補助金等に係る事      事業団体連合会   団体連合会水土里推 

務                            進部長 

２［略］ 

 

（雑則） 

策４条 農地・水保全管理支払交付金実施要綱（平成 24 年４月 日付け 23 農

振第   号）、農地・水保全管理支払交付金実施要領（平成 24 年４月 日

23 農振第    号）、道協議会規約及びこの規程に定めるもののほか、この

規程の実施に関し必要な事項は、幹事会の承認を得た後、会長が定める｡ 

 

 

   附 則（平成１９年４月１６日付け 19 道協議会第１号） 

１［略］ 

 附 則（平成２２年５月２８日付け 22 道協議会第３６号） 

１［略］ 

  附 則（平成２３年８月３０日付け 23 道協議会第６４号） 

１［略］ 

附 則（平成２４年４月○日付け 24 道協議会第○号） 

１ この規程は、平成２４年４月○日から施行する。 

 

 

 

 

 

五 環境保全型農業直接  北海道土地改良   北海道土地改良事業 

支払等推進交付金に   事業団体連合会    団体連合会水土里推 

係る事務                         進部長 

 六 向上活動推進事業     北海道土地改良    北海道土地改良事業 

補助金に係る事務      事業団体連合会   団体連合会水土里推 

進部長 

２［略］ 

 

（雑則） 

策４条 農地・水・環境保全向上対策実施要綱（平成１９年３月３０日付け１８農

振第１７７７号農林水産事務次官依命通知）、農地・水・環境保全向上対策実

施要領（平成１９年３月３０日付け１８農振第１７７８号生産局長、農村振興局

長通知）、道協議会規約及びこの規程に定めるもののほか、この規程の実施

に関し必要な事項は、幹事会の承認を得た後、会長が定める｡ 

 

   附 則（平成１９年４月１６日付け 19 道協議会第１号） 

１［略］ 

 附 則（平成２２年５月２８日付け 22 道協議会第３６号） 

１［略］ 

附 則（平成２３年８月３０日付け 23 道協議会第６４号） 

１［略］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



「北海道農地・水・環境保全向上対策協議会会計処理規程」新旧対照表 

変   更   後 変   更   前 

北海道農地・水保全管理対策協議会会計処理規程 
 

平成１９年４月１６日制定
平成２３年８月３０日変更
平成２４年４月  日変更

 
第１章 総   則 

（目的） 
第１条 この規 程 は、北 海 道 農 地 ・水 保 全 管 理 対 策 協 議 会 （以 下 ｢道

協 議 会 」という。）の会 計 の処 理 に関 する基 準 を確 立 して、地 域 協
議 会 の業 務 の適 正 、かつ、能 率 的 な運 営 と予 算 の適 正 な実 施 を
図 ることを目 的 とする。 

 
（適用範囲） 

第２条 道協議会の会計業務に関しては、農地・水保全管理支払交付金交付
要綱（平成 24 年４ １日付け 23 農振第    号。以下「要綱」という。）及び道
協議会規約（以下「協議会規約」という｡）に定めるもののほか、この規程の定
めるところによるものとする｡ 

 
 
 

（会計原則） 
第３条［略］ 
 

（会計区分） 
第４条 道協議会の会計区分は、次の各号に掲げるとおりとし、それぞれ区分

して経理する｡ 
 一 共同活動支援交付金会計 
    削除 
 二 向上活動支援会計 
 三 農地･水保全管理支払推進交付金会計 
    削除 
 四 向上活動推進事業補助金等会計 
２［略］ 
 

北海道農地・水・環境保全向上対策協議会会計処理規程 
 

平成１９年４月１６日制定 
平成２３年８月３０日変更 

 
 

第１章 総則 
（目的） 

第１条 この規 程 は、北 海 道 農 地 ・水 ・環 境 保 全 向 上 対 策 協 議 会 （以
下 ｢道協 議 会 」という。）の会 計 の処 理 に関 する基 準 を確 立 して、地
域 協 議 会 の業 務 の適 正 、かつ、能 率 的 な運 営 と予 算 の適 正 な実
施 を図 ることを目 的 とする。 

 
（適用範囲） 

第２条 道協議会の会計業務に関しては、農地・水保全管理支払交付金交付
要綱（平成 23 年４月１日付け 22 農振第 2260 号農林水産事務次官依命通
知）、環境保全型農業直接支援対策交付金交付要綱（平成 23 年４月１日付
け 22 生産第 10955 号農林水産事務次官依命通知）（以下、これらを「要綱」
という。）及び道協議会規約（以下「協議会規約」という｡）に定めるもののほ
か、この規程の定めるところによるものとする｡ 

 
（会計原則） 

第３条［略］ 
 

（会計区分） 
第４条 道協議会の会計区分は、次の各号に掲げるとおりとし、それぞれ区分

して経理する｡ 
 一 共同活動支援交付金会計 
 二 先進的営農活動支援交付金会計 
 三 向上活動支援会計 
 四 農地･水保全管理支払推進交付金会計 
 五 環境保全型農業直接支払等推進交付金会計 
 六 向上活動推進事業補助金会計 
２［略］ 
 



変   更   後 変   更   前 

（口座の開設） 
第５条 
 

（会計年度） 
第６条 道協議会の会計年度は、協議会規約に定める事業年度に従い毎年４

月１日から翌年３月３１日までとする｡ただし、道協議会が設立された当初の会
計年度については、設立総会の日から翌年の３月３１日までとする。 

２ 道協議会の出納は、翌年度の５月２０日をもって閉鎖する｡ 
 

（出納責任者） 
第７条［略］ 
 

（経理責任者） 
第８条 次の各号に掲げる道協議会事務処理規程（以下「事務処理規程」とい

う｡）第３条に定める各事務の区分ごとに当該各号に掲げる経理責任者を置
く｡ 

（事務の区分）                  （経理責任者） 
 一 共同活動支援交付金に係る事務    北海道土地改良事業団体連

合会経理主任者 
   削除 
 

二 向上活動支援に係る事務       北海道土地改良事業団体連
合会経理主任者 

 三 農地・水保全管理支払推進      北海道土地改良事業団体連 
交付金に係る事務                   合会経理主任者 

   削除 
 
 四 向上活動推進事業補助金等に係      北海道土地改良事業団体連

る事務                      合会経理主任者 
２［略］ 
 

（帳簿書類の保存及び処分） 
第９条［略］ 
 

第２章 勘定科目及び会計帳簿類［略］ 
 
 

（口座の開設） 
第５条 

 
（会計年度） 

第６条 道協議会の会計年度は、協議会規約に定める事業年度に従い毎年４
月１日から翌年３月３１日までとする｡ただし、道協議会が設立された当初の会
計年度については、設立総会の日から翌年の３月３１日までとする。 

２ 道協議会の出納は、翌年度の４月３０日をもって閉鎖する｡ 
 
（出納責任者） 

第７条［略］ 
 

（経理責任者） 
第８条 次の各号に掲げる北海道協議会事務処理規程（以下「事務処理規

程」という｡）第３条に定める各事務の区分ごとに当該各号に掲げる経理責任
者を置く｡ 

（事務の区分）                  （経理責任者） 
 一 共同活動支援交付金に係る事務   北海道土地改良事業団体連 

合会経理主任者 
 二 先進的営農活動支援交付金に      北海道土地改良事業団体連 

係る事務             合会経理主任者 
 三 向上活動支援に係る事務      北海道土地改良事業団体連 

合会経理主任者 
 四 農地・水保全管理支払推進      北海道土地改良事業団体連 

交付金に係る事務                   合会経理主任者 
 五 環境保全型農業直接支払等推進   北海道土地改良事業団体連 

交付金に係る事務              合会経理主任者 
  六 向上活動推進事業補助金に係る      北海道土地改良事業団体連 

事務                       合会経理主任者 
２［略］ 
 

（帳簿書類の保存及び処分） 
第９条［略］ 
 

第２章 勘定科目及び会計帳簿類［略］ 
 
 



変   更   後 変   更   前 

第３章 予   算 
（予算の目的） 

第１６条［略］ 
 

（年度事業計画及び収支予算の作成） 
第１７条 ［略］ 
２ 前項の年度事業計画及び収支予算は、農村振興局長に報告しなければな

らない。 
 

（予算の実施）第１８条～（予算の流用）第１９条［略］ 
 

第４章 出  納～第５章 物  品［略］ 
 

第６章 決   算 
 

（決算の目的）第３２条～（年度決算の確定）第３６条［略］ 
 

（報告） 
第３７条 会長は、前条の規定により決算が確定したときは、速やかにその旨を

農村振興局長に報告しなければならない｡ 
 

第７章 雑   則 
 
第３８条 農地・水保全管理支払交付金実施要綱（平成 24 年４月 日付け 23

農振第   号）、農地・水保全管理支払交付金実施要領（平成 24 年４月 日
23 農振第   号）、道協議会規約及びこの規程に定めるもののほか、この規
程の実施に関し必要な事項は、幹事会の承認を得た後、会長が定める｡ 

 
 
 
 
   附 則（平成１９年４月１６日付け 19 道協議会第１号） 
１［略］ 
  附 則（平成２３年８月３０日付け 23 道協議会第６４号） 
１［略］ 

附 則（平成２４年４月○日付け 24 道協議会第○号） 
１ この規程は、平成２４年４月○日から施行する。 

第３章 予算 
（予算の目的） 

第１６条［略］ 
 

（年度事業計画及び収支予算の作成） 
第１７条 ［略］ 
２ 前項の年度事業計画及び収支予算は、農村振興局長及び北海道農政事 

務所長に報告しなければならない｡ 
 

（予算の実施）第１８条～（予算の流用）第１９条［略］ 
 

第４章 出納～第５章 物品［略］ 
 

第６章 決算 
 

（決算の目的）第３２条～（年度決算の確定）第３６条［略］ 
 

（報告） 
第３７条 会長は、前条の規定により決算が確定したときは、速やかにその旨を

農村振興局長及び北海道農政事務所長に報告しなければならない｡ 
 

第７章 雑則 
 
第３８条 農地・水保全管理支払交付金実施要綱（平成 23 年４月１日付け 22

農振第 2261 号）、環境保全型農業直接支援対策実施要綱（平成 23 年４月１
日付け 22 生産第 10953 号）、農地・水保全管理支払交付金実施要領（平成
23 年４月１日 22 農振第 2262 号）、環境保全型農業直接支援対策実施要領
（平成 23 年４月１日付け 22 生産第 10954 号）、道協議会規約及びこの規程
に定めるもののほか、この規程の実施に関し必要な事項は、幹事会の承認を
得た後、会長が定める｡ 

 
   附 則（平成１９年４月１６日付け 19 道協議会第１号） 
１［略］ 
  附 則（平成２３年８月３０日付け 23 道協議会第６４号） 
１［略］ 
 



「北海道農地・水・環境保全向上対策協議会文書取扱規程」新旧対照表 

変   更   後 変   更   前 

北海道農地・水保全管理対策協議会文書取扱規程 
 

平成１９年４月１６日制定
平成２３年８月３０日変更
平成２４年４月 日変更

 
（目的） 

第１条 この規 程 は、北 海 道 農 地 ・水 保 全 管 理 対 策 協 議 会 （以 下 ｢道
協 議 会 ｣という。）における文 書 の取 扱 いについて必 要 な事 項 を定
め、文 書 による事 務 の処 理 を適 正 、かつ、能 率 的 にすることを目 的
とする。 

 
（文書の処理及び取扱の原則）第２条～第３条［略］ 

 
（文書の発行名義人） 

第４条 文 書 の発 行 名 義 人 は、会 長 、幹 事 長 及 び事 務 局 長 とする。
ただし、事 務 連 絡 等 の軽 微 な文 書 については、この限 りではない｡ 

 
（文書管理責任者） 

第５条 次の各号に掲げる道協議会事務処理規程（以下「事務処理規程」とい
う｡）第３条に定める各事務の区分ごとに当該各号に掲げる文書管理責任者
を置く｡ 

（事務の区分）               （文書管理責任者） 
 一 共同活動支援交付金に係る事務   
 
   削除                     北海道土地改良事業団体連合会 
                   水土里推進部長       
 二 向上活動支援に係る事務     
                    
 三 農地・水保全管理支払推進    

交付金に係る事務           
   削除 
 
  四 向上活動推進事業補助金等      

  に係る事務 

北海道農地・水・環境保全向上対策協議会文書取扱規程 
 

平成１９年４月１６日制定 
平成２３年８月３０日変更 

 
 

（目的） 
第１条 この規 程 は、北 海 道 農 地 ・水 ・環 境 保 全 向 上 対 策 協 議 会 （以

下 ｢道協 議 会 ｣という。）における文 書 の取 扱 いについて必 要 な事 項
を定 め、文 書 による事 務 の処 理 を適 正 、かつ、能 率 的 にすることを
目 的 とする。 

 
（文書の処理及び取扱の原則）第２条～第３条［略］ 

 
（文書の発行名義人） 

第４条 文 書 の発 行 名 義 人 は、会 長 及 び事 務 局 長 とする。ただし、事
務 連 絡 等 の軽 微 な文 書 については、この限 りではない｡ 

 
（文書管理責任者） 

第５条 次の各号に掲げる道協議会事務処理規程（以下「事務処理規程」とい
う｡）第３条に定める各事務の区分ごとに当該各号に掲げる文書管理責任者
を置く｡ 

（事務の区分）               （文書管理責任者） 
 一 共同活動支援交付金に係る事務  北海道土地改良事業団体連合会 
                           水土里推進部長 
 二 先進的営農活動支援交付金    北海道土地改良事業団体連合会 

に係る事務          水土里推進部長         
 三 向上活動支援に係る事務    北海道土地改良事業団体連合会 
                   水土里推進部長 
 四 農地・水保全管理支払推進   北海道土地改良事業団体連合 

交付金に係る事務          水土里推進部長 
 五 環境保全型農業直接支払等   北海道土地改良事業団体連合会 
   推進交付金に係る事務        水土里推進部長 
  六 向上活動推進事業補助金に     北海道土地改良事業団体連合会 
      係る事務                      水土里推進部長 



変   更   後 変   更   前 

 ２［略］ 

（文書に関する帳簿）第６条～（供覧文書）第１６条［略］ 
 
第 1 7 条  文 書 番 号 は、次 に掲 げるものとする｡ 

□□道 協 議 会 第   号 （□□は年度） 
２ ［略］ 
３ 文 書 番 号 は、道 協 議 会 規 約 （以 下 「協 議 会 規 約 」という。）に定 め

る事 業 年 度 ごとに起 番 するものとする。 
 
 

（文 書 の施 行 ） 
第 1 8 条  起 案 文 書 の施 行 に当 たっては、第 ６条 第 １項 第 一号 の文

書 登 録 簿 又 は同 条 第 １項 第二号 の簡 易 文 書 整 理 簿 に所 要 事 項
を記 入 し、会 長 名 の文 書 には必 要 に応 じ公 印 を押 印 するものとす
る。 

 
（発送）第１９条～（文書の廃棄）第２３条［略］ 

 
（雑則） 

第２４条 農地・水保全管理支払交付金実施要綱（平成 24 年４月 日付け 23
農振第   号）、農地・水保全管理支払交付金実施要領（平成 24 年４月 日
23 農振第   号）、道協議会規約及びこの規程に定めるもののほか、この規
程の実施に関し必要な事項は、幹事会の承認を得た後、会長が定める｡ 

 
 
 
 
   附 則（平成１９年４月１６日付け 19 道協議会第１号） 
１［略］ 
  附 則（平成２３年８月３０日付け 23 道協議会第６４号） 
１［略］ 

附 則（平成２４年４月○日付け 24 道協議会第○号） 
１ この規程は、平成２４年４月○日から施行する。 
 

 

 ２［略］ 
 

（文書に関する帳簿）第６条～（供覧文書）第１６条［略］ 
 
第 1 7 条  文 書 番 号 は、次 に掲 げるものとする｡ 

一  道 協 議 会 会 長   19 第    号  
２ ［略］ 
３ 文 書 番 号 は、北 海 道 農 地 ・水 ・環 境 保 全 向 上 対 策 協 議 会 規 約

（以 下 「協 議 会 規 約 」という。）に定 める事 業 年 度 ごとに起 番 するも
のとする。 

 
（文 書 の施 行 ） 

第 1 8 条  起 案 文 書 の施 行 に当 たっては、第 ６条 第 １項 第 一号 の文
書 登 録 簿 又 は同 条 第 １項 第二号 の簡 易 文 書 整 理 簿 に所 要 事 項
を記 入 し、当 該 文 書 の発 行 名 義 人 の公 印 を押 印 するものとする。 

 
 

（発送）第１９条～（文書の廃棄）第２３条［略］ 
 

（雑則） 
第２４条 農地・水保全管理支払交付金実施要綱（平成 23 年４月１日付け 22

農振第 2261 号）、環境保全型農業直接支援対策実施要綱（平成 23 年４月１
日付け 22 生産第 10953 号）、農地・水保全管理支払交付金実施要領（平成
23 年４月１日 22 農振第 2262 号）、環境保全型農業直接支援対策実施要領
（平成 23 年４月１日付け 22 生産第 10954 号）、道協議会規約及びこの規程
に定めるもののほか、この規程の実施に関し必要な事項は、幹事会の承認を 
得た後、会長が定める｡ 

 
   附 則（平成１９年４月１６日付け 19 道協議会第１号） 
１［略］ 
  附 則（平成２３年８月３０日付け 23 道協議会第６４号） 
１［略］ 

 



「北海道農地・水・環境保全向上対策協議会公印取扱規程」新旧対照表 

変   更   後 変   更   前 

北海道農地・水保全管理対策協議会公印取扱規程 

 

平成１９年４月１６日制定

平成２３年８月３０日変更

平成２４年４月 日変更

 

（趣旨） 

第１条 北 海 道 農 地 ・水 保 全 管 理 対 策 協 議 会 （以 下 「道 協 議 会 」とい

う。）における公 印 の取 扱 いについては、この規 程 の定 めるところによ

る｡ 

 

（定 義 ） 

第 ２条  ［略］ 

 

（種 類 ） 

第 ３条  公 印 の種 類 は、次 に掲 げるものとする｡ 

会 長 印  「北 海 道 農 地 ・水 保 全 管 理 対 策 協 議 会 会 長 」の名 称  

を彫 刻  

 

（公印の形状、寸法等）第４条～（使用範囲）第１１条［略］ 

 

（雑則） 

第１２条 農地・水保全管理支払交付金実施要綱（平成 24 年４月 日付け 23

農振第   号）、農地・水保全管理支払交付金実施要領（平成 24 年４月 日

23 農振第   号）、道協議会規約及びこの規程に定めるもののほか、この規

程の実施に関し必要な事項は、幹事会の承認を得た後、会長が定める｡ 

 

 

北海道農地・水・環境保全向上対策協議会公印取扱規程 

 

平成１９年４月１６日制定 

平成２３年８月３０日変更 

 

 

（趣旨） 

第１条 北 海 道 農 地 ・水 ・環 境 保 全 向 上 対 策 協 議 会 （以 下 「道 協 議

会 」という。）における公 印 の取 扱 いについては、この規 程 の定 めると

ころによる｡ 

 

（定 義 ） 

第 ２条  ［略］ 

 

（種 類 ） 

第 ３条  公 印 の種 類 は、次 に掲 げるものとする｡ 

会 長 印  「北 海 道 農 地 ・水 ・環 境 保 全 向 上 対 策 協 議 会 会 長 」の 

名 称 を彫 刻  

 

（公印の形状、寸法等）第４条～（使用範囲）第１１条［略］ 

 

（雑則） 

第１２条 農地・水保全管理支払交付金実施要綱（平成 23 年４月１日付け 22

農振第 2261 号）、環境保全型農業直接支援対策実施要綱（平成 23 年４月１

日付け 22 生産第 10953 号）、農地・水保全管理支払交付金実施要領（平成

23 年４月１日 22 農振第 2262 号）、環境保全型農業直接支援対策実施要領

（平成 23 年４月１日付け 22 生産第 10954 号）、道協議会規約及びこの規程

に定めるもののほか、この規程の実施に関し必要な事項は、幹事会の承認を

得た後、会長が定める。 



「北海道農地・水・環境保全向上対策協議会内部監査実施規程」新旧対照表 

変   更   後 変   更   前 

北海道農地・水保全管理対策協議会内部監査実施規程 

 

平成１９年４月１６日制定

平成２３年８月３０日変更

平成２４年４月 日変更

 

（趣旨） 

第１条 北 海 道 農 地 ・水 保 全 管 理 対 策 協 議 会 の業 務 及 び資 金 管 理

に関 する内 部 監 査 は、この内 部 監 査 実 施 規 程 により実 施 するもの

とする｡ 

 

（監査委員の指名）第２条～（内部監査結果の不適合の是正）第６条［略］ 

 

（雑則） 

第７条 農地・水保全管理支払交付金実施要綱（平成 24 年４月○日付け 23

農振第   号）、農地・水保全管理支払交付金実施要領（平成 24 年４月○

日 23 農振第   号）、道協議会規約及びこの規程に定めるもののほか、この

規程の実施に関し必要な事項は、幹事会の承認を得た後、会長が定める｡ 

 

 

 

 

   附 則（平成１９年４月１６日付け 19 道協議会第１号） 

１［略］ 

  附 則（平成２３年８月３０日付け 23 道協議会第６４号） 

１［略］ 

   附 則（平成２４年４月○日付け 24 道協議会第  号） 

１  この規程は、平成２４年４月○日から施行する。 

 

北海道農地・水・環境保全向上対策協議会内部監査実施規程 

 

平成１９年４月１６日制定 

平成２３年８月３０日変更 

 

 

（趣旨） 

第 １条  北 海 道 農 地 ・水 保 全 管 理 協 議 会 の業 務 及 び資 金 管 理 に関

する内 部 監 査 は、この内 部 監 査 実 施 規 程 により実 施 するものとす

る｡ 

 

（監査委員の指名）第２条～（内部監査結果の不適合の是正）第６条［略］ 

 

（雑則） 

第７条 農地・水保全管理支払交付金実施要綱（平成 23 年４月１日付け 22 農

振第 2261 号）、環境保全型農業直接支援対策実施要綱（平成 23 年４月１日

付け 22 生産第 10953 号）、農地・水保全管理支払交付金実施要領（平成 23

年４月１日 22 農振第 2262 号）、環境保全型農業直接支援対策実施要領（平

成 23 年４月１日付け 22 生産第 10954 号）、道協議会規約及びこの規程に定

めるもののほか、この規程の実施に関し必要な事項は、幹事会の承認を得た

後、会長が定める｡ 

 

   附 則（平成１９年４月１６日付け 19 道協議会第１号） 

１［略］ 

  附 則（平成２３年８月３０日付け 23 道協議会第６４号） 

１［略］ 

 

 


